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農業の生産環境は厳しさを増している。農業をとりまく主要な課題としては、生産調整

への対応、家畜ふん尿がもたらす窒素過剰、耕作放棄地の増大、自給率向上等があげられ

る。本研究では、これらの課題に対処する手段としての粗飼料生産に着目する。粗飼料の

生産拡大によって農業が抱える諸問題を解決するためには、技術開発によるコスト削減や

収量増を通じた生産力の底上げが不可欠である。この点で技術開発の果たす役割は大きい。 

ところで、技術開発への期待に近年の財政の逼迫が相俟って、農業技術研究のアウトカ

ムがこれまで以上に厳しく問われている。労働力条件、圃場条件、栽培管理条件等を的確

に組み込んだ技術評価が求められていると言い換えてよい。技術が生産現場において普及

可能となるか否かは厳格な技術評価とスクリーニングによって確保されるが、同時にこう

した厳格なスクリーニングは、多くの技術に対し一層の改善を求めることになるだろう。  

本研究の課題は、現行の粗飼料生産技術の評価における問題点の整理、ならびに新技術

が普及・定着するための条件の検討である。 

技術開発の出口を構成する技術評価は、ピアレビューとしての経営的評価が一般的であ

り、そこでは技術導入による生産額の増加やコストの減少が計測される。数理計画法にお

ける理論の精緻化・手法の簡便化は、複数作目ないし労働・土地等の生産要素制約のある

ケースの評価を容易にしてきた。しかし、技術評価における生産条件の捕捉が不正確なら
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ば、当該技術の普及・定着は一部にとどまるだろう。本研究の柱の1つは、生産条件の把握・

予測による経営的評価の精度向上にある。 

技術普及において重要なもう１つの視点は環境影響評価である。環境問題への関心が高

まるなかで環境影響を無視した技術は成立しえない。生産環境を反映した環境影響評価の

実施、これが2つめの柱である。環境影響評価の対象としては、国民的関心が高く客観的に

計測可能な地球温暖化ガスをとりあげる。加えて経済と環境の2つの評価の統合に関しても

議論を行う。分析にあたっては、手法の簡便さ、計測のしやすさ、理解のしやすさに重点

を置いた。いかに厳密かつ正確であっても、技術の評価手法や分析過程、評価結果が生産

者にとってブラックボックスであれば理解は到底得られない。 

技術の経営的評価は牧草生産を対象に第2、第3章で考察する。第2章では飼料生産技術の

評価の現状と問題点を整理する。飼料生産技術の普及可能性は、通常、購入乾草利用と自

給飼料生産のどちらがリーズナブルかで判断される。農業白書等においては、自給飼料生

産費用価が乾草価格よりも低いことを根拠に、長期に渡って自給飼料生産が有利であると

されてきた。はじめに、自給飼料生産費用価と輸入乾草価格の乖離及び飼料生産数量・面

積の経年的縮小に関するデータを示し、自給飼料生産拡大の可能性に関する通説的理解は、

飼料生産の実態と矛盾することを確認する。続いて、収穫調製作業における自家労賃評価

に焦点を当て、自給飼料生産費用価の算定上の課題を検討する。自給飼料生産の隘路は飼

料生産労働とりわけ収穫調製労働にある。収穫調製労働は、その季節性のみならず作業自

体に高い熟練度が求められることから、市場を通じた労働力の確保は容易ではない。とこ

ろが、従来の飼料生産技術の評価では、通常期の管理労働と繁忙期の収穫調製労働を同一

労働とみなしたため、飼料生産の実態が評価に十分に反映されることはなかった。そこで

第2章ではシンプルな数理モデルを用いてこの問題点を整理し、労働制約下の収穫調製作業

の自家労賃は現行水準よりも高いこと、自給飼料の利用においては保管コスト等が別途発

生するために、自給飼料生産費用価を購入乾草価格と比較する手法には問題があることを

議論している。 

第 3 章では飼料生産技術を正しく評価するという立場から、自給飼料生産費用価算定に

用いられる自家労賃の値が適正か否かに焦点が当てられる。労働制約に関する生産実態を

どのように自家労賃評価に組み込むかが論点となる。実証分析では収穫調製労働の自家労

賃を推計する。はじめに、線形計画モデルから自家労賃評価を直接推計する。ここでは、

北海道農業生産技術体系に示されるモデル経営の自家労賃評価を計測し、鹿追町酪農家を

対象に乳量・乳価・資材投入量等に関する個別経営データをできる限り反映させた線形計

画モデルを解き、農家毎の自家労賃評価を計測する。前者の自家労賃は 6,000 円/h 前後、
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後者は農家間変動が大きいものの、基準乳量に近い経営では 4,700 円/h となった。これら

は自給飼料生産費用価算定に用いられる(毎月勤労統計調査)1,619 円/h、100 頭規模酪農生

産における時間当たり労働報酬(畜産物生産費調査)2,627 円/h と比較しても有意に高い。

続いてこれらの数値の妥当性を検証するため、飼料コントラクターへの支払いをベースに

自家労賃評価を間接的に推計する。収穫調製作業を委託する酪農家がコントラクターに支

払う料金は、自家労働投入による不効用、すなわち自家労賃評価を下回ることを数理モデ

ルで整理し、24 戸のコントラクター利用農家を対象に自家労賃を推計する。収穫調製の自

家労賃評価は4,000-6,000円/hに分布し、24戸の平均は4,500円/hとなった。この数値は、

収穫作業の自家労働評価が高く、ある程度のコストを支払ってもコントラクターに委託し

たいという酪農家の意向を反映している。 

2 つの手法による自家労賃の推計結果において、いずれの数値も現状の労賃評価を大きく

上回ることが明らかとなるが、以上は現行の自給飼料生産費用価の修正が必要であること

を示唆する。あわせて、2種類の手法から得られる自家労賃の大小関係が、最適化行動モデ

ルから得られる事前の予想と整合するかを考察し、手法の確からしさについて検証を行っ

た。コントラクター利用から推計される自家労賃が線形計画法による自家労賃評価を下回

るという事実は、コントラクターの利用料金が利用農家にとってはリーズナブルであるこ

とを示している。 

2つめの柱である環境影響評価は第4章、第5章で論じる。環境問題への関心の高まりは、

技術評価における環境影響評価を不可避としている。農業生産活動に起因する環境への影

響を無視した技術が普及することはない。対象としては、資源循環型技術、なかでも環境

問題と密接な関係にある飼料イネを軸とした耕畜連携システムをとりあげた。 

第 4 章では農業技術の環境影響評価実施上の課題を、社会の受容性と可測性に焦点当て

包括的に議論する。はじめに地球温暖化ガス排出量の定量化が重視される背景を述べ、次

いで、計測手法として LCA(Life Cycle Assessment)をとりあげ、資材投入にともなう CO2

排出と施肥にともなう N2O 揮散を計測する際の留意点を整理する。あわせて、農業生産自体

を縮小すべきでないという立場から、環境影響評価に際しては、新技術導入による環境負

荷量の絶対量ではなく、環境負荷量の変化量に着目すべきことを論じる。ウシの腸管や水

田から発生する CH4はそもそも農業技術と直接には関連しない。 

持続可能な農業生産のために環境負荷軽減技術が求められる一方で、無定見なリサイク

ル信仰にもとづく手段の目的化が一部にはみられる。マテリアルリサイクル自体が最終目

的となり、その過程で発生する環境負荷量に十分な関心が払われないケースでは、新技術

の導入により環境負荷量はむしろ増大するだろう。こうした動きに対しては、資源循環型
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技術の環境負荷量を数値で示す科学的態度が必要となる。これもまた環境影響評価に課せ

られた重要な役割である。 

第 5 章の実証分析では、広島県中山間地域の飼料イネ耕畜連携システムを事例として資

源循環型技術導入による地球温暖化ガスの変化を計測する。飼料イネ耕畜連携システムは、

自給飼料生産としての役割に加え、生産調整、家畜ふん尿処理、耕作放棄水田の解消等、

日本農業が抱える多くの問題に対処する技術として近年注目を集めている。飼料イネ耕畜

連携システムを対象とした LCA の結果は次にまとめられる。「現状の生産技術水準(10a 当た

り乾物収量 1t、生産コスト 10 万円)では耕畜連携システム導入により地球温暖化ガス排出

量はむしろ増大することから、技術の向上が不可欠である。」飼料イネ耕畜連携システムの

評価において、資源循環自体を善と評価する傾向が少なからずあるが、以上の結果からこ

うした評価は批判を受けることになる。 

第5章までの各章では、農業技術開発の目的は農業経営の改善及び農業生産環境の持続性

の確保にあるとし、経済と環境のそれぞれの視点から農業技術の普及のための技術評価の

ありかたを論じた。残された課題は、経営的評価と環境影響評価の統合である。農業生産

の振興と環境問題の克服という2つの課題を定量化する作業と言い換えてよい。 

第6章では両者の統合に関する試論を展開した。経営改善効果は十分でなくとも、環境負

荷軽減効果の大きい技術は社会的評価が与えられるべき、という考えをもとに、環境負荷

軽減によるプラスの効果が経営的評価におけるマイナスの効果を打ち消す水準にあるか否

かを考察した。両者を統合する指標として炭素価格を用いたが、現行の炭素価格の水準で

は、環境面のプラスの効果が経営面のマイナスをオフセットすることはなかった。 

あわせて、経営的評価と環境影響評価の統合に関する展望を整理した。社会科学におい

ては環境負荷と経済指標の統合が特段の留意なく実施される傾向にあるが、自然科学にお

いては、諸効果のナイーブな統合には懐疑的な見方が多い。そこでは環境問題の指標はそ

れぞれが意味をもつことから、複数の指標を１つに統合することに自体に意味がないとい

う立場がとられる。ただ、いずれの立場を選択するとしても、農業生産の投入構造に関す

る我が国のデータは不十分である。今後の技術評価の精度向上のためには、分析手法の精

緻化とともにデータベースの整備が求められる。 


